
平成２７年度版

公共施設にＬＰガス機器の常設常用を！
～災害バルクの設置で災害にも強いＬＰガスの推進～

平成２７年 月 日

（一社）全国ＬＰガス協会
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１．災害時の初期対応にもＬＰガスは有効か

①東日本大震災を乗り越えた教訓に学ぶ

②被災地のさまざまな場所で活躍するＬＰガス

③震災直後に有効であったＬＰガス（軒下在庫）
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④なぜ、災害時の初期対応にもＬＰガスは有効なのか？

⑤災害時にも初期対応が可能なＬＰガスの常用



①東日本大震災を乗り越えた教訓に学ぶ

電気、都市ガス、水道は電線・配管が分断された場合、復旧に時間がかかります。

しかし、個別供給するＬＰガスは、１戸単位で調査・点検を行うため、迅速な復旧が可能です。
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東日本大震災におけるライフラインの復旧状況

１．災害時の初期対応にもＬＰガスは有効か

二度目の大きな地震による、大規模停電時
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ＬＰガス：4月21日に全面復旧

都市ガス：5月3日に全面復旧

電力：6月18日に全面復旧

電力

都市ガス

ＬＰガス

被災三県における各インフラの供給不能戸数の推移（推計含む）
（出典）「東日本大震災を踏まえた今後のＬＰガス安定供給の在り方に関する調査 報告書」 4



地震災害等により家屋が倒壊した場合、被災者は避難所や仮設住宅での生活を強いられることに
なります。そんな時でもLPガスは、給湯、煮炊きに加え、暖房、発電など行うためのエネルギー源と
して、当該施設に迅速に設置し、被災者の生活を支援することができます。これも「分散型」の特性
を活かした大きな強みの一つです。

②被災地のさまざまな場所で活躍するLPガス

１．災害時の初期対応にもＬＰガスは有効か
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■岩手県 一関市（旧・藤沢町）
停電が続く中、被災直後より地区婦人消防協力隊の女性たちが集会所にて、ＬＰガスを用い、
3日間炊き出しを実施し、高齢者を中心に地域の40世帯を支援した。

■岩手県 山田町

【被災地におけるＬＰガス活用事例】（全国地域婦人団体連絡協議会調べ）

○震災直後において、自衛隊等が援助に入ってくるまでの間の初動時において、ＬＰガスの軒下在庫
の活用で女性たちが暖房・炊き出しなどを行い生命を維持することに役立ちました。

１．災害時の初期対応にもＬＰガスは有効か

③震災直後に有効であったＬＰガス（軒下在庫）

■岩手県 山田町
発災当日より3日目に自衛隊が来るまで、地域婦人会が中心となって地区防災センターにて
ＬＰガスの調理設備を用い懸命に炊き出しを実施。
なお、地区内の一般家庭に対する点検・供給再開については、ＬＰガス事業者は12日目

（それ以前から使用再開中）と、電気の19日目、水道の36日目と比較しても迅速であった。

■宮城県 南三陸町
津波から生き延びた地域住民が、山を越えて隣の地区の地域活性化センターに避難した。
同センターのＬＰガスによる調理設備が無傷であったため、被災直後から炊き出しを行った。
自分たちの分はもちろん、町役場の要請を受け、1,200食のおにぎりを4日間にわたり提供した。

■宮城県 仙台市
住宅に設置されている容器は、地震による揺れで倒れたが、4日目にＬＰガス事業者の点検があ
り,5日目にはお風呂に入ることができた。

※ 資源エネルギー庁石油流通課「東日本大震災を踏まえた今後のＬＰガス安定供給の在り方に関する検討会 中間とりまとめ」より抜粋 6



LPガスは導管に依存せず、ＬＰガスを使用する場所にある容器にて供給される分散型エネルギーです。

①【軒下在庫】
一般的に通常、各家庭にはＬＰガスボンベが２本設置され、供給
途絶時も軒下在庫として平均１ヵ月以上使用可能です。

②【迅速な復旧】
個別供給するＬＰガスは １戸単位なので迅速な復旧が可能です

１．災害時の初期対応にもＬＰガスは有効か

④なぜ、災害時の初期対応にＬＰガスは有効なのか

軒下に５０ｋｇ の
ガスボンベ

個別供給するＬＰガスは、１戸単位なので迅速な復旧が可能です。

③【炊き出しへの活用】
容器や災害バルクの備蓄ＬＰガスを用い、被災初動時に地域の
公民館・避難所などで暖房・炊き出し用熱源として利用され、被
災者の生活の維持に有効です。

④【ＬＰＧ車の活躍】
軽油やガソリンが不足した際も、オートガススタンドで補給のでき
るタクシーや配送車等のＬＰＧ車が走行可能です。

出典：資源エネルギー庁

軒下に５００ｋｇ の
災害用バルク 7



⑤災害時にも初期対応が可能なＬＰガスの常用

今回の大震災では、基本となるライフラインが分断し、生活の基本となる電気・ガ
ス・水道などのライフラインの復旧には時間を要しました。

多くの避難所での炊き出で使用されたのはＬＰガス。しかし、そのＬＰガスの供給
もカセットボンベなどで応急対応を行い、最終的に避難の長期化が進むにつれて
大量のＬＰガスが必要となりました。

１．災害時の初期対応にもＬＰガスは有効か

そこで、劣化せず・備蓄が容易で・持ち運びできる・分散型エネルギー
ＬＰガスが被災地で大活躍

避難所等に、多くのＬＰガスを在庫できる「災害バルク」を設置し、
さらに、初期対応のためには常時ＬＰガスを使用して操作に慣れていることが

重要です。
ＬＰガス業界は、災害バルクとＬＰガスを常時使用する機器の設置を

一丸となって提案しています。
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①『命』をつなぐＬＰガス

②災害時の１日あたりのＬＰガス消費量の例

③なぜ「災害バルク」なのか

④災害バルクの概要

２．災害時に災害バルクは有効か
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大地震等の災害時、

災害発生直後の４８時間（２日間）をいかに乗り切るかが

最も重要！！
ＬＰガスバルク貯槽(1,000Kg型）は

残量が半分でも

２．災害時に災害バルクは有効か

①「命」をつなぐＬＰガス

残量が半分でも

4.5日
命をつなぐことができます

出典：日本ＬＰガス協会

＊ＬＰガス発電機（定格出力900ＶＡ）１台を、

稼働させると、ガスストーブ５台を２４時間使用し、水
源が確保されるもとで、ガス炊飯器により７０人分の
ご飯（１日３食）を賄い、ガスコンロ２台と、給湯器１
台を１日各３時間使って、暖かい汁物を作ったりシャ
ワーを浴びられるのです。（⇒理由は次のページ）
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災害対応バルクの使用可能時間は、貯槽内のガス残存量及び消費機器のガス消費量に依存しますが、以下の前提で

試算した場合、ＬＰガスが貯槽内（1,000kg型）に約半分程度残っている状態で、約４日間程度の間ＬＰガスを使用するこ

とが可能であり、災害時の初期対応に十分な供給能力を持っています。

燃焼機器
ガス消費量

(kg/h)
1日当たりの
使用時間(h) 台数

ガス消費量
(kg/日)

備考

ガスコンロ
(4重) 

1.30 3 2 7.8
直径54cm以内の寸胴を２台同時に

煮炊きが可能

②災害時の１日あたりのＬＰガス消費量の例
出典：日本ＬＰガス協会

２．災害時に災害バルクは有効か

ガス炊飯器
(5.5升炊き)

0.71 1 2 1.4
約70人分の米飯を賄うことが可能

※1

ガスストーブ 0.42 24 5 50.4
約170m2相当を暖房可能(コンク

リート造屋内使用時)

ガス発電機 0.50 24 1 12.0 定格出力0.85kVA

ガス給湯器
(16号・給湯)

2.10 3 1 6.3 シャワー使用

ガス給湯器
(16号・ふろ)

0.80 0.17 1 0.1 おふろ給湯(160 )

合計 78.1

※1 一人当りの１日分の米消費量を３合(１合×３回)、炊飯回数を２回とした場合の試算値
※2 1,000kg型で内容量50％(500kg)  15％(150kg)まで使用した場合
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③なぜ「災害バルク」なのか

１）LPガスは分散型エネルギーで自立型

都市ガス、電気は配管、電線等が切れた場合は供給停止となるが、災害バルクは自

立型でＬＰガスの在庫が多く、長時間供給が可能です。

２）災害バルクはコンパクトに大容量を貯蔵可能

例えば、５００ｋｇ型バルクは家庭でご使用の２０ｋｇ容器の約２５倍のＬＰガス貯蔵量で

すが 同じ貯蔵量の容器ほどの場所をとらず手間がかかりません

２．災害時に災害バルクは有効か

すが、同じ貯蔵量の容器ほどの場所をとらず手間がかかりません。

３）災害バルクはユニット化されていて安全設計
バルク貯槽や配管は鉄製基礎の上に固定され、液状化、地震振動によるタンクの転

倒や配管のズレによる亀裂等がありません。

４）災害バルクは運搬が容易

バルク貯槽や配管がユニット化され、必要な場所に素早い運搬が可能です。
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④災害バルクの概要
出典：日本ＬＰガス協会

２．災害時に災害バルクは有効か

バルク貯槽、供給設備、車止め等を鉄製の基礎の上に設
置固定することで、耐震性をさらに向上させました。

平成23年3月11日に発生した東日本大震災で大きな被害
を受けた宮城県仙台市。当地に設置された災害バルクも地
震及び津波の被害を受けましたが、安全点検後すぐに利用
されており、耐震性の高さを証明しました。
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①災害時、すぐに役立つＬＰガス機器

②災害時にも、すぐに役立つＬＰガス常用機器

１）ＧＨＰ（ガスヒートポンプ）

２）ＬＰガス用発電機

３．災害時にも役立つＬＰガス機器のご紹介

３）ＬＰガスコ・ジェネレーションのラインアップ

４）ＬＰガス自動車
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①災害時、すぐに役立つＬＰガス機器
出典：日本ＬＰガス協会

鋳物コンロ災害用炊き出しセット大型ガス炊飯器

災害時、電気が供給がストップした場合でも、商用電源を使用しないでＬＰガスを
使用できれば色々な作業が可能となります。

３．災害時にも役立つＬＰガス機器のご紹介

ガスストーブ RO膜浄水器
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ＬＰガスポータブル発電機



資料

電力負荷の平準化及び省ＣＯ２化

冷暖房にＧＨＰ（ガスエンジンヒートポンプ）を使用することで最大電力のピークカットや電力需要量を下げるとともに省ＣＯ２化
を図る。

３．災害時にも役立つＬＰガス機器のご紹介
②災害時にも、すぐに役立つＬＰガス常用機器

１）ＧＨＰ（ガスヒートポンプ）

※東京ガスＨＰ、資源エネルギー庁「平成23年度高効率ガス空調設備導入促進事業費補助金」資料より
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ポータブルＬＰガス発電機

●ＫＯＨＬＥＲ社●デンヨー株式会社

定置式大型ＬＰガス発電機

３．災害時にも役立つＬＰガス機器のご紹介
②災害時にも、すぐに役立つＬＰガス常用機器

２）ＬＰガス用発電機

●ホンダＥＵ９ｉＧＢ
カセットボンベ使用

（低圧）

●デンヨーGE-900P
（中圧）

●ホンダＥＵ９ｉＧＰ
（低圧）

専用ガス供給
ボックス

軽自動車（９．８ｋＷ）タイプ コンテナ（１００ｋＷ級）タイプ

２０ＪＲＥＳ（ＪＫ２０）

移動電源車

ＬＥＧ‐２０ＵＳＸＴ ＬＥＧ‐３４ＵＳＴ

●エアウォーター株式会社
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家庭用燃料電池「エネファーム」

・エネファームを１ｋＷｈ稼働させた場合は、従来型
システム（火力発電＋従来型給湯器）と比較しＣＯ２
排出量が約４０％低減する（年間で約１．２ｔの削減）

・国の補助金制度
平成２６年度補正予算（平成２７年度継続）

予算額：２２２億円
１台当たりの補助上限額

②災害時にも、すぐに役立つＬＰガス常用機器

３）ＬＰガスコ・ジェネレーションのラインアップ

３．災害時にも役立つＬＰガス機器のご紹介

台 り 補助 限額

新築 ：ＰＥＦＣ 30万円 ＳＯＦＣ 35万円
既築：ＰＥＦＣ 35万円 ＳＯＦＣ 40万円

家庭用ガス発電機「エコウィル」 ・最新タイプは発電効率約26％、
エネルギー効率が92％にまで向上

・自立運転（外部電源なし状態での運転）試験実施
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なぜ、災害時にもＬＰガス自動車は有効なのか？

ガソリン、軽油が補給困難な中、ＬＰガス自動車は被災地や都市部でも燃料供給は潤沢でした。
特に被災地では、人員輸送や医薬品等の配送に大活躍しました。

LPガス自動車の航続距離
LPガス自動車にはLPガスだけを燃料とする専焼タイプと、LPガスとガソリンを併用するバイフューエルタイプがありま

す。
バ ガ ガ 方 料 を 載 プ ガ 車 も航続 離が

②災害時にも、すぐに役立つＬＰガス常用機器

４）ＬＰガス自動車

３．災害時にも役立つＬＰガス機器のご紹介
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バイフューエルはLPガスとガソリンの両方の燃料タンクを搭載しているため、同タイプのガソリン車よりも航続距離が長
くなります。

■アクセラセダン
専焼タイプ （マツダＥ＆Ｔ）

■三菱ミニキャブトラック・バン
バイフューエル （三菱自動車ロジテクノ）

■日産ＮＶ２００
バイフューエル （日産車体）

■日産シビリアン
バイフューエル （日産車体）

大容量94リットルタンク（充填可能量
は80リットル）を搭載。デモ走行にお
いて長崎県（佐世保）から東京まで約
1,207㎞を無補給で走破。

ＬＰガス３０リットル、ガソリン３４リッ
トルを搭載。９００㎞以上を走行可
能。

ＬＰガス７３リットル、ガソリン５５
リットルを搭載。１，０００㎞以上
を走行可能。

ＬＰガス７３リットル、ガソリン１０４
リットルを搭載。４５０㎞以上を走
行可能。



①災害バルク設置先の提案

②災害バルクの設置事例

１）災害に強い学校施設の例

２）千葉県の病院の例

３）東京都の老人ホームの例

４．災害バルクの設置事例

３）東京都の老人ホームの例

４）北海道の信用金庫の例

③国の補助金による都道府県別災害バルク設置先
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①災害バルク設置先の提案

４．災害バルクの設置事例

21



・郡山開成学園（郡山市、関口修学園長・理事長）は、大学院・大学・短期大学・附属高校・附属幼稚園を持つ女子の総合学園。

・本学園は平成１５年から６ヶ年計画で校舎など全１５棟の耐震補強工事に着手し平成２０年１１月、耐震化率１００％を達成。

・耐震補強にあわせ、自立型ライフライン（非常用発電装置、災害バルク、災害対応専用水道システム）も整備。

・平成２３年３月１１日の東日本大震災では、常用使用しているＬＰガスバルク供給システムとガスヒートポン

プエアコン（ＧＨＰ）がフル稼働し総勢２４０人（近隣１２０人、生徒・学生・教師１２０人）の命をつないだ。

②災害バルクの設置事例

１）災害に強い学校施設
ーバルク供給システムとＧＨＰが避難生活の支えにー

出典：株式会社石油化学新聞社

４．災害バルクの設置事例

＜災害バルク貯槽の概要＞
貯槽とメーターの間で供給管を分岐させ、専用ヘッダーでＬＰガスを取り出せるようにしている。（写真１）
ガス栓は４口設けている。（写真１）
１０ｍのＬＰガスホースと鋳物コンロを２セット用意（写真２）
ＬＰガスホースは踏まれてもつぶれないようにＣＤ管で覆っている（写真２）

創学館 バルク貯槽とＧＨＰ 写真１ 写真２

22



② 災害対応バルクの設置事例

２）千葉県の病院の例

千葉県市原市内 病院 （千葉県市原市）平成２6年１0月

４．災害バルクの設置事例

23

設置機器 導入のポイント
●災害バルク（1000kg）

●非常用ＬＰガス発電機（9.9VA）
この病院は都市ガス供給エリアでありましたが、大規模災害に備え、災害バルク貯槽を設
置する事に決定しました。患者や近隣の避難者に対し、炊き出しやＬＰＧ発電機を使い、
投光器による夜間照明及び施設内の一部照明等を稼動させるだけでなく、入院患者や怪
我人への対応が出来るように9.9kwの発電機を導入致しました。

用途

●炊き出しセット

災害時の地域防災拠点
（炊き出し、暖房等、酸素吸入、照明設備）



② 災害対応バルクの設置事例

３）東京都の老人ホームの例

東京都老人ホーム施設 （東京都八王子市）平成２６年１1月

４．災害バルクの設置事例

24

設置機器 導入のポイント
●災害バルク（500kg）

●非常用ＬＰガス発電機（9.9VA）

●給湯器

都市ガスエリアでありましたが、大規模災害に備える対策が検討され、この度の補助金を
使った災害バルク貯槽の導入が決定しました。入居者並びに近隣住民への炊出しの他、
避難者へ携帯電話の充電、照明等の電力供給並びにオートロック式の自動ドアの稼働を
出来るようにし入居者、避難者の施設への出入りが出来るよう発電機も導入しました。

用途

●炊き出しセット

災害時の地域防災拠点
（炊き出し、給湯用、照明）



② 災害対応バルクの設置事例

４）北海道の信用金庫の例

帯広信用金庫 ○○支店 （北海道河西郡）平成２７年１月

４．災害バルクの設置事例
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設置機器 導入のポイント
●災害バルク（1000kg）

●非常用ＬＰガス発電機（9.9VA）

●ＧＨＰ

改築店舗の設計段階ではＥＨＰに決まりかけていたが、
『災害時に地域の防災拠点にしたい』との帯広信用金庫の意向に、
芽室ガスの社長の働きかけ（防災協定）もあり、復旧の早いＬＰガスを使用する
災害バルクの採用が決まりました。

用途

●炊き出しセット

災害時の地域防災拠点
（炊き出し、暖房等）



③－１国の補助金による都道府県別災害バルク設置先

北海道：21件

⻘森県：8件

宮城県：38件⽯川県：5件

実施期間 H１９年度～H２６年度
・46都道府県に設置
・総計406件

岩⼿県：11件

秋⽥県：3件

⼭形県：6件

沖縄県：2件

４．災害バルクの設置事例

栃⽊県：11件

群⾺県：13件

茨城県：17件

千葉県：22件

埼⽟県：28件

東京都：16件

⻑野県：10件

岐⾩県：16件

福井県：1件

京都府：1件

島根県：7件

岡⼭県：3件

広島県：4件

⿅児島県：2件

宮崎県：4件

福岡県：17件

佐賀県：3件

熊本県：6件

⻑崎県：3件

福島県：6件

神奈川県：26件

富⼭県：10件

新潟県：2件

滋賀県：3件

⼭⼝県：1件

愛媛県：2件
⼤阪府：6件

三重県：18件
⼭梨県：2件

静岡県：20件

愛知県：15件奈良県：2件

和歌⼭県：2件
⾹川県：2件

徳島県：1件⼤分県：3件

⿃取県：3件

兵庫県：1件
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③－２ 国の補助金による都道府県別災害バルク設置先

業種 19年度 20年度 21年度 22年度 25年度 26年度 合計

1 一般店舗・一般企業 0 3 8 0 62 7 80

2 幼稚園・保育園・学校等 0 3 2 1 0 2 8

3 集合住宅・アパート 1 8 1 1 10 1 22

4 病院・介護施設・デイサービス 0 6 11 1 51 35 104

5 自治会館・公民館・旅館・お寺 1 2 0 1 3 16 23

6 ガス関係企業 29 32 27 21 44 3 156

7 その他 0 0 0 0 13 0 13

合計 31 54 49 25 183 64 406

設置先業種一覧（注1：平成25年度、26年度は推定値　注2：平成19年～25年度は確定件数。平成26年度は交付決定件数（未確定件数））

４．災害バルクの設置事例

石油ガス安定供給対策補助事業（災害用バルク） 都道府県別設置台数一覧
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地域 都道府県名 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２５年度 ２６年度 合計 地域 都道府県名 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２５年度 ２６年度 合計

北海道 北海道 1 5 9 6 21 大阪 1 2 3 6

東北 青森 1 3 4 8 京都 1 0 1

岩手 3 11 14 滋賀 1 2 3

秋田 2 1 3 兵庫 1 1

宮城 2 1 1 25 9 38 奈良 2 2

山形 4 2 6 和歌山 2 2

福島 2 4 6 中国 島根 2 3 2 7

関東 栃木 2 2 1 1 4 1 11 鳥取 2 1 3

群馬 6 1 6 13 広島 1 1 2 4

茨城 4 3 1 7 2 17 岡山 1 1 1 3

千葉 4 1 3 2 11 1 22 山口 1 1

埼玉 6 5 2 3 11 1 28 四国 香川 1 1 2

東京 2 1 10 3 16 徳島 1 1

神奈川 4 2 2 1 13 4 26 愛媛 2 2

中部 新潟 1 1 2 高知 0 0

富山 2 2 5 1 10 九州 福岡 1 6 3 2 5 17

石川 1 2 2 5 佐賀 1 2 3

山梨 2 2 大分 1 2 3

長野 1 6 1 2 10 熊本 3 1 2 6

静岡 1 11 2 6 20 長崎 1 1 1 3

愛知 1 6 1 5 2 15 宮崎 3 1 4

岐阜 7 1 6 2 16 鹿児島 2 0 2

福井 1 0 1 沖縄 1 1 2

近畿 三重 1 1 3 10 3 18 合計 31 54 49 25 183 64 406

石油ガス安定供給対策補助事業（災害用バルク）　都道府県別設置台数一覧



①経済産業省/資源エネルギー庁/資源・燃料部/石油流通課

（災害の事前対策に係る行程表）

②「エネルギー基本計画」

③「国土強靭化政策大綱」

５．国レベルの防災対策

④国のＬＰガス安定供給の確保（備蓄体制の整備）

⑤中核充てん所の配備

⑥平成２７年度国の災害バルク補助金について
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●「東日本大震災を踏まえた今後のＬＰガス安定供給の在り方に関する調査」検討会の報告書中に示された
「事前対策」に関して、必要な予算措置や、制度の整備などについて、そのスケジュールを示したものとして、
以下のような工程表を作成しました。

①経済産業省/資源エネルギー庁/資源・燃料部/石油流通課 （災害の事前対策に係る工程表）

2020年までに
実現すべき目標
2020年までに

実現すべき目標
2012年度に

実施する事項
2012年度に

実施する事項
2013年度に

実施する事項
2013年度に

実施する事項
2015年度までに
実施する事項

2015年度までに
実施する事項

ＬＰガスサプライチェーンにおける災害対応能力強化

・非常用電源車等を活用した定期的な防災訓練の実施基地出荷機能の強化
・全国の主要輸入基地・二次基地の出荷機能強化
・石油ガス備蓄基地への非常用電源車の配備

中核充填所の選定と機能の
強化

・中核充填所への非常用発電機の導入
（東北６県、東海・東南海・南海地域等）

・中核充填所への非常用発電機の導入
（2017年度末までに全国での配備を予定）

防災協定の締結 ・行動指針等に従い、県協会又は支部を中心に地域ごとに防災協定を締結・改善

新たな情報収集・報告体制の
整備

・あり方検討会等の検討結果を踏まえ、エネ庁として
考え方を提示

・石油備蓄法の改正
・左記を踏まえ、県協会と事業者等で体制整備

災害に強いＬＰガスの特性を活かした新たな供給方策の展開

二次災害を引き起こさない為の災害時の保安体制の円滑化

市町村等地域における連携の強化

・改正石油備蓄法に基づく災害時石油ガス供給連携計画の策定（必要に応じ変更）国家備蓄の機動的な放出 ・石油備蓄法の改正・施行

仮設住宅への供給ルールの
制定

・公正取引委員会や、関係省庁（厚労省、国交省）と仮
設住宅へのガス供給のあり方についてエネ庁が調整

・左記を踏まえ、県協会とプレハブ協会、地方自
治体等でルール策定

災害時の保安点検ルールの
制定

・あり方検討会等の検討結果を踏まえ、災害時の保
安点検の考え方を提示

・警察庁と緊急自動車についてのルール調整
・左記を踏まえ、県協会と事業者等で体制整備

流出容器回収等に関する
ルールの制定

・東日本大震災後の回収体制・予算措置の結果を分析 ・左記を踏まえ、県協会と事業者等でルール策定

地域防災計画等におけるＬＰ
ガスの位置付けの向上

・経済産業省、県協会、事業者と消費者団体等が連携し、各都道府県等が作成する地域防災計画等に対しＬＰガスの位置づけ明確化
の働きかけ

ＬＰガスの災害に強い特性を
活かした機器、設備の開発・
普及促進

・経済産業省、県協会、事業者が連携し、消費者団体等と協力しつつ、各都道府県の公共施設等へのＬＰガス機器の導
入を促進
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（６）ＬＰガス

第２章 エネルギーの需給に関する施策についての基本的な方針
第２節 各エネルギー源の位置付けと政策の時間軸

②エネルギー基本計画（平成２６年４月１１日閣議決定）

平成２３年３月１１日の東日本大震災により、今までのエネルギー基本計画は大幅に変更せざるを得な
くなり、ＬＰガスは重要なエネルギーとしてのそれまでなかった位置付けが明確に盛り込まれました。

②政策の方向性①位置付け

５．国レベルの防災対策

30

災害時にはエネルギー供給の「最後の砦」

となるため、備蓄の着実な実施や中核充てん

所の設備強化などの供給体制の強靭化を進

める。

また、ＬＰガスの料金透明化のための国の

小売価格の調査・情報提供や事業者の供給

構造の改善を通じてコストを抑制することで、

利用形態の多様化を促進するとともに、ＬＰガ

ス自動車など運輸部門においてさらに役割を

果たしていく必要がある。

化石燃料の中で温室効果ガスの排出が

比較的低く、発電においてはミドル電源として

活動可能であり、また最終需要者への供給体

制及び備蓄制度が整備され、可搬性、貯蔵の

容易性に利点があることから、平時の国民生

活、産業活動を支えるとともに、緊急時にも貢

献できる分散型のクリーンなガス体のエネル

ギー源である。



③国土強靭化政策大綱（平成２５年１２月１７日）

「迅速な復旧復興」等のため、地方自治体が定める強靭化計画の指針となる「国土強靭化基本計画」が、
平成２６年６月３日に閣議決定しましたが、この大綱はその基となるものです。

今後、国・地方公共団体は「国土強靭化基本計画」を策定し、災害時でも機能不全に陥らない経済社会シ
ステムを平時から確保し、強靭な国づくりを実現していくというものです。

○ アクセスの遮断により孤立する場合に備え、避難所等において、ＬＰガスバルクユニットや燃料油
タンクを常時備蓄として設置し、他のエネルギー供給が途絶した場合にも迅速かつ円滑にエネル
ギ の使用を可能とする 加えて 国 地方公共団体 業界が 体とな た防災協定の締結及び

５．国レベルの防災対策

31

ギーの使用を可能とする。加えて、国、地方公共団体、業界が一体となった防災協定の締結及び
設備導入のための資金計画の策定及び支援方法等に関する全国的な指針の策定を検討する。

○ 地域主導による防災拠点、地域への自立分散型エネルギー等の導入を支援することにより、大
規模災害時に、地域ごとに住民の安全や都市機能を最低限保持できる「災害に強く環境負荷の
小さい地域づくり」を推進する。

○ 鉄道や医療施設、福祉関連施設等の地域の重要拠点に対し、災害時や電力逼迫時にもその活
動のためのエネルギーを確保し地域住民の安全や安心を確保するため、再生可能エネルギー
やガスコージェネ、省エネ設備等の導入を進める。

※「国土強靭化政策大綱」 Ｐ39より抜粋



④国のＬＰガス安定供給の確保（備蓄体制の整備）

○供給構造はぜい弱（輸入依存度（8割）、中東依存度（9割））。

○民間輸入事業者に50日分の備蓄を義務付け。

※1970年代後半のサウジアラビアのプラント事故による輸入量激減等が要因。

○150万トンの国家備蓄体制の５基地の整備を推進。

※1991年の湾岸戦争による輸入の一時中断等が要因。

５．国レベルの防災対策

出所：資源エネルギー庁 32



ＬＰガスのサプライチェーンの中で、その中流にある充てん所の災害対応の必要性は、エネルギー基本
計画では「災害時のエネルギー供給の最後の砦」と位置付けられ、大規模災害時にＬＰガスが確実に
「最後の砦」として機能するため、従来に増した災害対応力の強化が求められています。

【中核充てん所の配備】

【ＬＰガスは最期の砦】

東日本大震災の教訓から中核充てん所は全国の２，２１７か所の充てん所（平成２５年３月現在）の中から

２４４ヵ所が登録され、災害時のＬＰガスの供給が途絶しないように、連携のための実施訓練を平成２６年
から都道府県別の全国を９つのブロックに分けて実施し、本年の３月に終了する予定です。

⑤中核充てん所の配備

５．国レベルの防災対策

【中核充 所 備】

33

地域で中核となる充てん所を選定し、国の補助金による緊急時対応ための機器の配備（ハード面）と
ＬＰガス業界による運用（ソフト面） の充実が重要な課題となります。

ハード面： 発電機・ＬＰガス自動車・衛星電話の設置
ソフト面： 第一段階 ○地域の中核充てん所の連携・協力の訓練 の実施

○緊急時に対応可能な容器のバーコードの互換性の確立
第二段階 ○ＬＰガスの緊急時配送先の登録

○配送先の優先順位の確定

災害時に機能する包括的ルールの策定により

官・協会・事業者・消費者が一体となった災害対応を行うことにより

地域防災体制が確立する



⑥平成２７年度国の災害バルク補助金について

１．目的

大規模な災害等が発生した時に、系統電力や都市ガスの供給が途絶した場合でも、公共施設、公的避難
所、医療施設及び一時避難所となり得る施設等はライフラインの機能を維持することが求められます。

災害等発生時においても、これらの施設等に対する石油ガスの安定供給の確保を図り、その機能を維持
させることを目的としています。

２．内容

補助金の対象となる設備は、「容器（バルク含む）部分」、「バルクに接続する圧力調整器部分等（ガスメー
ガ 栓含 び「 焼機 ガ ガ 焼機 炊飯 暖

５．国レベルの防災対策

ターとガス栓含）」及び「燃焼機器」（ＬＰガス発電・照明ユニット、ＬＰガス燃焼機器（調理、炊飯又は暖房に
供するもの）ユニット及びＬＰガス給湯ユニットをいい、いずれか一つ以上のユニットを購入することと、災害
等発生時にライフラインが途絶した場合でも、独立して稼働できることが条件です。

３．補助対象
公共施設等、公的避難所等、病院・老人ホーム等、民間の一時避難所 など。

４．補助金額
上限：１０００万円
中小企業は対象経費の２／３以内、大企業・地方公共団体等は対象経費の１／２以内。

５．補助金の申請受付期間：５月１８日から６月１２日まで。
※詳しくは日本ＬＰガス団体協議会→ https://www.nichidankyo.gr.jp/hojo/products/bulk/index.html 34



①ＬＰガス業界と地方自治体の防災協定の締結状況

②各ＬＰガス協会の防災協定締結に向けての活動状況

③各県の地方自治体へのＬＰガス機器導入の働きかけ

６．県レベルの防災対策（平成２６年度）
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①ＬＰガス業界と地方自治体の防災協定の締結状況

６．県レベルの防災対策（平成２６年度）
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②－１各ＬＰガス協会の防災協定締結に向けての活動状況

６．県レベルの防災対策（平成２６年度）
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②－２各ＬＰガス協会の地方自治体への活動状況

６．県レベルの防災対策（平成２６年度）
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③－１各県の地方自治体へのＬＰガス機器導入の働きかけ

６．県レベルの防災対策（平成２６年度）
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③－２各県の地方自治体へのＬＰガス機器導入の働きかけ

６．県レベルの防災対策（平成２６年度）
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①Ｉ・Ｔ・Ｏ株式会社

②エスケイシリンダー株式会社

③株式会社桂精機製作所

④中国工業株式会社

⑤富士工器株式会社

⑥矢崎エナジーシステム株式会社

７．災害バルクメーカー各社のご紹介（あいうえお順）

⑥矢崎 ナジ シ テ 株 会社

41

８．リースの一例のご紹介

■Ｔ＆Ｄリース株式会社



大規模な災害が発生した場合、全国的に避難所の絶対数が
不足します。

学校、幼稚園、病院、老人施設など被災地の拠点になる場
所へ設置する事で、
ライフライン復旧までの間、炊き出し等が可能となります。

Ｉ・Ｔ・Ｏ株式会社

既設の設備に当災害時対応ユニットを
設置するだけで、簡単に災害バルクシス
テムになります

42



エスケイシリンダー株式会社

工業用・業務用・集合住宅等に
大容量バルク貯槽から
省スペースの家庭用バルク容器まで、
各種80kgから2.9tまで

幅広く取り揃えています。

43



災害時に活躍する豊富なラインアップ

小型発電機

44

バルク貯槽災害対応用ユニット

収納ＢＯＸ
炊飯器、二重巻きコンロ
投光機、小型発電機等

炊き出しステーション

発電機

非常用発電機

既存設備用
ガス栓ＢＯＸユニット



災害バルク貯槽ユニット 緊急災害用LPガス浄水装置

LPガスを使用して災害支援を行う消費機器類

～LPガスエンジンにて駆動、電源不要～
河川、雨水、湖、ビル蓄熱槽の水、防火水槽、学校
のプール、海水等を飲料水化可能

逆浸透膜浄化システムにより水に含まれた有害物
質（カドミウム、ナトリウム、シアン化合物、水銀、トリ
ハロメタン、O‐157、その他細菌やウイルス等）を薬
品を一切使わず確実に除去可能

造水能力：2,880 L / day (2 L / min)
浄水方法：①ストレイナー

②プレフィルター（20ミクロン）
③カーボンフィルター（10ミクロン）
④逆浸透膜ユニット（0.0001ミクロン）

大規模災害発生時には交通機関・情報が

遮断された状況で地域住民が避難生活を数日
間強いられることが予想されます

～ 災 害 バ ル ク 貯 槽 ユ ニ ッ ト ～

CK‐LIFELINE
先の東日本大震発生時に、身近に備え付けら
れているＬＰガスが暖房・炊き出し等で活躍いた
しました。

平時より、多くのＬＰガスを貯蔵しておくことで災
害発生時に大きな力を発揮することが出来ます。 45



停電時には炊き出しと同時に・・・

非常用発電機でTV、携帯充電器、電子レンジ、PC等が使用可能！

非常用非常用LPLPガス発電機ガス発電機985kg985kg横型バルク貯槽横型バルク貯槽

架台はサビに強い亜鉛溶融メッキ仕上げ！架台はサビに強い亜鉛溶融メッキ仕上げ！ 46



低圧LPガス発電機

YZK-500(K) YZK-300(K) YZK-1000(K)

47

低圧LPガス発電機
EU15iGP(1500VA) EU9iGP(900VA)

（EU9iGPは900VA・EU15iGPは1500VAです）。

既存設備に追加可能

ガス栓ボックス
ユニット



（Ｔ＆Ｄリース㈱より引用）□ 利⽤（例）

ガス事業者様（機器購⼊先） 設置先様（ご契約先）

バルクの
納品

【対象経費】 600万円（税別）  設備費（バルク＋発電機・照明ユニット）＋設置⼯事費
【補助⾦】 400万円  600万円（税別）× 2/3 ＝ 400万円
【リース対象価額】200万円（税別）  600万円（税別）－ 400万円 ＝ 200万円（税別）
【⽉額リース料】

10年リースの場合 ： 21,200円（税別）  200万円（税別） × リース料率

８． リースの一例のご紹介

売買契約
600万円（対象経費）

Ｔ＆Ｄリース

リース契約
21,200円（補助⾦分を減額したリース料となります）

補助⾦申請

補助⾦ 400万円 交付 ⽇団協

48

◎ 補助⾦の率及び上限は、補助⾦の対象となる経費の 2/3 となります。

◎ 補助⾦申請は、弊社が⾏うため 事務処理等の負担を軽減 できます。

□ 補助⾦リースをご活⽤された場合のメリット



ご清聴有り難うございました。

●お問い合わせ先

（一社）○○県ＬＰガス協会
ＴＥＬ：
住所：
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